（様式第２号）

信州パーソナル・サポート事業（就労準備支援）【※地域名を記入】

企画提案書

住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等の名称

　　　　　　　　　　　　　　  　　　代表者氏名　   　　　　　　　　　印

１　実施体制
（１）組織体制

（２）県等との連携体制

（３）個人情報保護
２　支援実績・ノウハウ

３　制度・事業の理解及び実施方針

４　支援の内容（別表２による）
（１）生活自立支援

（２）社会自立支援

（３）就労自立支援

（４）安全面の配慮
（５）実現性

５　関係団体との連携・就労体験先の開拓
６　事業費見積

〇添付資料
　・事業積算見積書（様式第３号）

　・その他事業の内容を理解するために参考となる資料
  ・個人情報及び特定個人情報に係る取扱規定
※対象地域は、「東北部」、「諏訪」、「中部」、「上伊那」、「下伊那」のいずれかから参加申し込みをする対象地域名を記載してください。

提出部数　各７部（正本１、副本６）
別表２
●東北部

	圏　域
	支援内容
	備　考

	
	①生活自立支援
	②社会自立支援
	③就労自立支援
	

	共通する内容
	
	
	
	

	佐久


	
	
	
	

	上小


	
	
	
	

	長野


	
	
	
	

	北信


	
	
	
	


●諏　訪
	圏　域
	支援内容
	備　考

	
	①生活自立支援
	②社会自立支援
	③就労自立支援
	

	共通する内容
	
	
	
	

	諏訪

	
	
	
	


●中部

	圏　域
	支援内容
	備　考

	
	①生活自立支援
	②社会自立支援
	③就労自立支援
	

	共通する内容
	
	
	
	

	木曽


	
	
	
	

	松本


	
	
	
	

	大北


	
	
	
	


●上伊那
	圏　域
	支援内容
	備　考

	
	①生活自立支援
	②社会自立支援
	③就労自立支援
	

	共通する内容


	
	
	
	

	上伊那


	
	
	
	


●下伊那
	圏　域
	支援内容
	備　考

	
	①生活自立支援
	②社会自立支援
	③就労自立支援
	

	共通する内容


	
	
	
	

	飯伊


	
	
	
	


※別表２の記載方法
①　まず共通する支援の内容を記載し、次いで圏域ごとに支援内容の特徴や他の圏域と　　　　の相違点等があれば記載すること。
記載に当たっては、本事業の対象者が既存の雇用施策の枠組での支援のなじまない層であることに留意し、まず対象者に合った居場所を確保し、定期的に通い、生活リズムや人間関係を形成していくことが重要であることを踏まえて記載すること。
②　グループワーク、ボランティア活動、各種講習会など、複数の対象者に対する支援については、他事業（＊）との共同実施も可能（利用者数による按分等が必要）であること。
＊　他事業とは、県の実施する自立相談支援事業、市の実施する自立相談支援事業、就労準備支援事業の支援対象者を含む。

ただし、これらの支援対象者が想定どおり見込めない場合でも①～③の支援を実施すること。

